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議案番号 事  件  名 関係委員会 主管部課 頁

議案第６３号
那覇市公平委員会の委員の選任に
ついて

総務常任委員会
総務部
人事課

1

議案第６４号
那覇市税条例の一部を改正する条
例制定について

総務常任委員会
企画財務部

納税課
3

議案第６５号
那覇市公園条例の一部を改正する
条例制定について

都市建設環境常任委員会
都市みらい部
公園管理課

13

議案第６６号
那覇市新都心公園等の管理に関す
る条例制定について

都市建設環境常任委員会
都市みらい部
公園管理課

21

議案第６７号
那覇市附属機関の設置に関する条
例の一部を改正する条例制定につ
いて

都市建設環境常任委員会
都市みらい部
公園管理課

29

議案第６８号
那覇市建築確認等手数料条例の一
部を改正する条例制定について

都市建設環境常任委員会
まちなみ共創部

建築指導課
31

議案第６９号
那覇市火災予防条例の一部を改正
する条例制定について

総務常任委員会
消防局
予防課

35

議案第７０号
那覇市学校給食センター設置条例
の一部を改正する条例制定につい
て

教育福祉常任委員会
学校教育部
学校給食課

41

議案第７１号
令和５年度那覇市一般会計補正予
算（第２号）

予算決算常任委員会
（４分科会）

企画財務部
財政課

別冊

議案第７２号
令和５年度那覇市国民健康保険事
業特別会計補正予算（第１号）

予算決算常任委員会
（厚生経済分科会）

健康部
国民健康保険課

別冊

議案第７３号
財産の取得について（消防ポンプ
自動車）

総務常任委員会
消防局
総務課

43
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令和５年（2023年）６月那覇市議会定例会付議事件名

議案第７４号
工事請負契約について
（那覇市営奥武山体育施設照明設
備ＬＥＤ化整備工事（照明塔））

教育福祉常任委員会
生涯学習部

市民スポーツ課
45

報告第１８号
令和４年度那覇市一般会計繰越明
許費繰越計算書について

予算決算常任委員会
（３分科会）

企画財務部
財政課

47

報告第１９号
令和４年度那覇市一般会計事故繰
越し繰越計算書について

予算決算常任委員会
（２分科会）

企画財務部
財政課

55

報告第２０号
令和４年度那覇市水道事業会計予
算繰越計算書及び継続費繰越計算
書について

予算決算常任委員会
（都市建設環境分科会）

上下水道局
企画経営課

57

報告第２１号
令和４年度那覇市下水道事業会計
予算繰越計算書について

予算決算常任委員会
（都市建設環境分科会）

上下水道局
企画経営課

59

報告第２２号
専決処分の報告について（家庭ご
みの収集時における雨樋の損傷）

都市建設環境常任委員会
環境部

クリーン推進課
61

報告第２３号
専決処分の報告について（令和５
年度市営住宅明渡等請求訴訟提
起）

都市建設環境常任委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
63

報告第２４号
専決処分の報告について（令和５
年度市営住宅明渡等請求訴訟提
起）

都市建設環境常任委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
65

報告第２５号
専決処分の報告について（令和５
年度市営住宅明渡等請求訴訟提
起）

都市建設環境常任委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
67

報告第２６号
専決処分の報告について（令和５
年度市営住宅明渡等請求訴訟提
起）

都市建設環境常任委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
69

報告第２７号
専決処分の報告について（工事請
負金額の変更）

教育福祉常任委員会
学校教育部
学校給食課

71



 

 

議案第６３号 

 

 

 

那覇市公平委員会の委員の選任について 

 

 

 

 次の者を那覇市公平委員会の委員に選任したいので、同意を求める。 

 

 

 

  令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

  

 山城 千絵 

  

 

 

 

（提案理由） 

 上記の者は、那覇市公平委員会の委員に適任であると思料するので、この案

を提出する。 
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議案第６４号 

 

 

 

那覇市税条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

 那覇市税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

（提案理由） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、軽自動車税の環境性能

割及び種別割の賦課徴収の特例、長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマ

ンションに係る固定資産税の減額措置等を整備し、併せて字句の整理を行うた

め、この案を提出する。 
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那覇市税条例の一部を改正する条例 

那覇市税条例(昭和47年那覇市条例第80号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親族等申告書) 

第36条の3の2 [略] 第36条の3の2 [略] 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を給与支払者を経由して提

出する場合において、当該申告書に記載

すべき事項がその年の前年において当該

給与支払者を経由して提出した前項又は

法第317条の3の2第1項の規定による申告

書(その者が当該前年の中途において次

項の規定による申告書を当該給与支払者

を経由して提出した場合には、当該前年

の最後に提出した同項の規定による申告

書)に記載した事項と異動がないときは、

給与所得者は、施行規則で定めるところ

により、前項又は法第317条の3の2第1項

の規定により記載すべき事項に代えて当

該異動がない旨を記載した前項又は法第

317条の3の2第1項の規定による申告書を

提出することができる。 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途

において当該申告書に記載した事項につ

いて異動を生じた場合には、前項又は法

第317条の3の2第1項の給与支払者からそ

の異動を生じた日後最初に給与の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、その異動の内容その他

施行規則で定める事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。 

3 第1項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途

において当該申告書に記載した事項につ

いて異動を生じた場合には、第1項又は法

第317条の3の2第1項の給与支払者からそ

の異動を生じた日後最初に給与の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、その異動の内容その他

施行規則で定める事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。 

3 前2項の場合において、これらの規定に

よる申告書がその提出の際に経由すべき

給与支払者に受理されたときは、その申

4 第1項及び前項の場合において、これら

の規定による申告書がその提出の際に経

由すべき給与支払者に受理されたとき
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告書は、その受理された日に市長に提出

されたものとみなす。 

は、その申告書は、その受理された日に

市長に提出されたものとみなす。 

4 給与所得者は、第1項及び第2項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準

用する令第8条の2の2に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるとこ

ろにより、当該申告書の提出に代えて、

当該給与支払者に対し、当該申告書に記

載すべき事項を電磁的方法(電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって施行規則

で定めるものをいう。次条第4項及び第5

3条の9第3項において同じ。)により提供

することができる。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準

用する令第8条の2の2に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるとこ

ろにより、当該申告書の提出に代えて、

当該給与支払者に対し、当該申告書に記

載すべき事項を電磁的方法(電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって施行規則

で定めるものをいう。次条第4項及び第5

3条の9第3項において同じ。)により提供

することができる。 

5 前項の規定の適用がある場合における

第3項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載

すべき事項を」と、「給与支払者に受理

されたとき」とあるのは「給与支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」とする。 

6 前項の規定の適用がある場合における

第4項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載

すべき事項を」と、「給与支払者に受理

されたとき」とあるのは「給与支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」とする。 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の

義務等) 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の

義務等) 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第2条の6の規定

により総務大臣が定めた様式による納入

書によって納入しなければならない。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月10日までに、その徴

収した月割額を施行規則第5号の15様式

若しくは第5号の15の2様式又は施行規則

第2条の6の規定により総務大臣が定めた

様式による納入書により納入しなければ

ならない。 

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、1台につい

て、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第82条 [略] 

(1) 原動機付自転車 (1) [略] 

ア～ウ [略] ア～ウ [略] 

エ 3輪以上のもの(車室を備えず、か

つ輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも

エ 3輪以上のもの(車室を備えず、か

つ輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも
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の)が0.5メートル以下であるもの及

び側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が0.5メートル以

下の3輪のものを除く。)で、総排気

量が0.02リットルを超えるもの又は

定格出力が0.25キロワットを超える

もの 年額 3,700円 

の)が0.5メートル以下であるもの、

側面が構造上開放されている車室を

備え、かつ、輪距が0.5メートル以下

の3輪のもの及び道路運送車両の保

安基準(昭和26年運輸省令第67号)第

1条第1項第13号の6に規定する特定

小型原動機付自転車を除く。)で、総

排気量が0.02リットルを超えるもの

又は定格出力が0.25キロワットを超

えるもの 年額 3,700円 

(2)～(3) [略] (2)～(3) [略] 

(身体障がい者等に対する種別割の減免) (身体障がい者等に対する種別割の減免) 

第90条 [略] 第90条 [略] 

2 前項第1号の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限までに、

市長に対して、身体障害者福祉法(昭和2

4年法律第283号)第15条の規定により交

付された身体障害者手帳(戦傷病者特別

援護法(昭和38年法律第168号)第4条の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けてい

る者で身体障害者手帳の交付を受けてい

ないものにあっては、戦傷病者手帳とす

る。以下この項において「身体障害者手

帳」という。)、厚生労働大臣が定めると

ころにより交付された療育手帳(以下こ

の項において「療育手帳」という。)又は

精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律(昭和25年法律第123号)第45条の規定

により交付された精神障害者保健福祉手

帳(以下この項において「精神障害者保健

福祉手帳」という。)及び道路交通法(昭

和35年法律第105号)第92条の規定により

交付された身体障がい者等又は身体障が

い者等と生計を一にする者若しくは身体

障がい者等(身体障がい者等のみで構成

される世帯の者に限る。)を常時介護する

者の運転免許証(以下この項において「運

転免許証」という。)を提示するとともに、

次に掲げる事項を記載した申請書に減免

を受けようとする事由を証明する書類を

添付し、これを提出しなければならない。 

2 前項第1号の規定により種別割の減免を

受けようとする者は、納期限までに、市

長に対して、身体障害者福祉法(昭和24

年法律第283号)第15条の規定により交付

された身体障害者手帳(戦傷病者特別援

護法(昭和38年法律第168号)第4条の規定

により戦傷病者手帳の交付を受けている

者で身体障害者手帳の交付を受けていな

いものにあっては、戦傷病者手帳とする。

以下この項において「身体障害者手帳」

という。)、厚生労働大臣が定めるところ

により交付された療育手帳(以下この項

において「療育手帳」という。)又は精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律

(昭和25年法律第123号)第45条の規定に

より交付された精神障害者保健福祉手帳

(以下この項において「精神障害者保健福

祉手帳」という。)及び道路交通法(昭和3

5年法律第105号)第92条の規定により交

付された身体障がい者等又は身体障がい

者等と生計を一にする者若しくは身体障

がい者等(身体障がい者等のみで構成さ

れる世帯の者に限る。)を常時介護する者

の運転免許証(以下この項において「運転

免許証」という。)を提示するとともに、

次に掲げる事項を記載した申請書に減免

を受けようとする事由を証明する書類を

添付し、これを提出しなければならない。
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ただし、道路運送車両の保安基準第1条第

1項第13号の6に規定する特定小型原動機

付自転車に対して課する種別割の減免を

受けようとする場合は、運転免許証を提

示すること及び第5号に掲げる事項を申

請書に記載することを要しない。 

 (1)～(6) [略]  (1)～(6) [略] 

3～4 [略] 3～4 [略] 

付 則 付 則 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市

民税の課税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市

民税の課税の特例) 

第4条 昭和57年度から令和6年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36

条の2第1項の規定による申告書(その提

出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第36条の3第1項

の確定申告書を含む。次項において同

じ。)に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第25条第1項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき(これ

らの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認め

るときを含む。次項において同じ。)は、

当該事業所得に係る市民税の所得割の額

を免除する。 

第4条 昭和57年度から令和9年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36

条の2第1項の規定による申告書(その提

出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第36条の3第1項

の確定申告書を含む。次項において同

じ。)に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第25条第1項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき(これ

らの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認め

るときを含む。次項において同じ。)は、

当該事業所得に係る市民税の所得割の額

を免除する。 

2～3 [略] 2～3 [略] 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

第6条の2 [略] 第6条の2 [略] 

2～26 [略] 2～26 [略] 

27 法附則第15条の9の3第1項に規定する

市町村の条例で定める割合は、3分の1と

する。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告) 

第6条の3 [略] 第6条の3 [略] 
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2～10 [略] 2～10 [略] 

 11 法附則第15条の9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家

屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定マンションに係

る同項に規定する工事が完了した日から

3月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第7条第16項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

 (1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び個人番号又は法人番号(個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、

住所及び氏名又は名称) 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床

面積 

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 

 (5) 当該工事が完了した日から3月を経

過した後に申告書を提出する場合に

は、3月以内に提出することができなか

った理由 

11～12 [略] 12～13 [略] 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の

特例) 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の

特例) 

第11条の2 [略] 第11条の2 [略] 

2～3 [略] 2～3 [略] 

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は、同項の不足額に、これに100分の10

の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。 

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は、同項の不足額に、これに100分の35

の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第12条の2 [略] 第12条の2 [略] 

2 [略] 2 [略] 

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、

同項の不足額に、これに100分の10の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額と

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、

同項の不足額に、これに100分の35の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額と
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する。 する。 

(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例) 

第13条の2 昭和63年度から令和5年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に前条第1項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等

(租税特別措置法第31条第1項に規定する

土地等をいう。以下この条において同

じ。)の譲渡(同項に規定する譲渡をいう。

以下この条において同じ。)をした場合に

おいて、当該譲渡が優良住宅地等のため

の譲渡(法附則第34条の2第1項に規定す

る優良住宅地等のための譲渡をいう。)

に該当するときにおける前条第1項に規

定する譲渡所得(次条の規定の適用を受

ける譲渡所得を除く。次項において同

じ。)に係る課税長期譲渡所得金額に対し

て課する市民税の所得割の額は、前条第1

項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める

金額に相当する額とする。 

第13条の2 昭和63年度から令和8年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に前条第1項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等

(租税特別措置法第31条第1項に規定する

土地等をいう。以下この条において同

じ。)の譲渡(同項に規定する譲渡をいう。

以下この条において同じ。)をした場合に

おいて、当該譲渡が優良住宅地等のため

の譲渡(法附則第34条の2第1項に規定す

る優良住宅地等のための譲渡をいう。)

に該当するときにおける前条第1項に規

定する譲渡所得(次条の規定の適用を受

ける譲渡所得を除く。次項において同

じ。)に係る課税長期譲渡所得金額に対し

て課する市民税の所得割の額は、前条第1

項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める

金額に相当する額とする。 

(1)～(2) [略] (1)～(2) [略] 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和5年

度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条

第1項に規定する譲渡所得の基因となる

土地等の譲渡をした場合において、当該

譲渡が確定優良住宅地等予定地のための

譲渡(法附則第34条の2第5項に規定する

確定優良住宅地等予定地のための譲渡を

いう。以下この項において同じ。)に該当

するときにおける前条第1項に規定する

譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する市民税の所得割について準

用する。この場合において、当該譲渡が

法附則第34条の2第10項の規定に該当す

ることとなるときは、当該譲渡は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡ではなか

ったものとみなす。 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和8年

度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条

第1項に規定する譲渡所得の基因となる

土地等の譲渡をした場合において、当該

譲渡が確定優良住宅地等予定地のための

譲渡(法附則第34条の2第5項に規定する

確定優良住宅地等予定地のための譲渡を

いう。以下この項において同じ。)に該当

するときにおける前条第1項に規定する

譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する市民税の所得割について準

用する。この場合において、当該譲渡が

法附則第34条の2第10項の規定に該当す

ることとなるときは、当該譲渡は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡ではなか

ったものとみなす。 
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3 [略] 3 [略] 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄

附金税額控除の特例) 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄

附金税額控除の特例) 

第20条 所得割の納税義務者が、新型コロ

ナウイルス感染症等の影響に対応するた

めの国税関係法律の臨時特例に関する法

律(令和2年法律第25号。次条において「新

型コロナウイルス感染症特例法」とい

う。)第5条第4項に規定する指定行事のう

ち、市長が指定するものの中止若しくは

延期又はその規模の縮小により生じた当

該指定行事の入場料金、参加料金その他

の対価の払戻しを請求する権利の全部又

は一部の放棄を同条第1項に規定する指

定期間内にした場合には、当該納税義務

者がその放棄をした日の属する年中に法

附則第60条第4項に規定する市町村放棄

払戻請求権相当額の法第314条の7第1項

第3号に掲げる寄附金を支出したものと

みなして、第34条の7の規定を適用する。 

第20条 所得割の納税義務者が、新型コロ

ナウイルス感染症等の影響に対応するた

めの国税関係法律の臨時特例に関する法

律(令和2年法律第25号)第5条第4項に規

定する指定行事のうち、市長が指定する

ものの中止若しくは延期又はその規模の

縮小により生じた当該指定行事の入場料

金、参加料金その他の対価の払戻しを請

求する権利の全部又は一部の放棄を同条

第1項に規定する指定期間内にした場合

には、当該納税義務者がその放棄をした

日の属する年中に法附則第60条第4項に

規定する市町村放棄払戻請求権相当額の

法第314条の7第1項第3号に掲げる寄附金

を支出したものとみなして、第34条の7

の規定を適用する。 

備考 

1 改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)に対応する改正前の

欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)がない場合には、当該改正後部

分を加える。 

2 改正部分に対応する改正後部分がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改

める。 

3 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等を順次示したものとする。 

4 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

 

   付 則 

 (施行期日) 

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

 (1) 第82条及び第90条第2項の改正規定 令和5年7月1日 

 (2) 付則第11条の2第4項及び第12条の2第3項の改正規定並びに付則第3条第1項(改正後

の那覇市税条例(以下「新条例」という。)付則第12条の2第3項に係る部分に限る。)

及び第2項の規定 令和6年1月1日 

 (3) 第36条の3の2の改正規定及び次条の規定 令和7年1月1日 

 (市民税に関する経過措置) 

第2条 新条例第36条の3の2第2項の規定は、令和7年1月1日以後に支払を受けるべき那覇市

税条例第36条の3の2第1項に規定する給与について同項の規定により提出する申告書に
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ついて適用し、同日前に支払を受けるべき同項に規定する給与について同項の規定によ

り提出する申告書については、なお従前の例による。 

(軽自動車税に関する経過措置) 

第3条 新条例第82条及び付則第12条の2第3項の規定は、令和6年度以後の年度分の軽自動

車税の種別割について適用し、令和5年度分までの軽自動車税の種別割については、なお

従前の例による。 

2 新条例付則第11条の2第4項の規定は、令和6年1月1日以後に取得された3輪以上の軽自動

車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された3輪以

上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 
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 議案第６５号 

 

 

 

那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

 那覇市公園条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

（提案理由） 

 受益者負担の適正化の観点から、使用料を見直し、併せて公園施設を設ける場

合の利用形態にあった使用料を設ける等のため、この案を提出する。 
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那覇市公園条例の一部を改正する条例 

 

第1条 那覇市公園条例(1970年那覇市条例第6号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(行為の制限) (行為の制限) 

第3条 公園において、次の各号に掲げる行

為をしようとする者は、市長の許可を受

けなければならない。 

第3条 [略] 

(1) [略] (1) [略] 

(2) 業として写真又は映画を撮影する

こと。 

(2) 撮影、録音その他これらに類する行

為を業として行うこと。 

(3) [略] (3) [略] 

(4) 運動会、集会、展示会、博覧会、そ

の他これらに類する催しのため公園の

全部又は一部を独占して利用するこ

と。 

(4) 運動会、集会、展示会、博覧会、そ

の他これらに類する催しのため公園

(有料公園施設(市が管理する公園施設

のうち、有料で使用させるものをいう。

以下同じ。)を除く。)の全部又は一部

を独占して利用すること。 

(5) [略] (5) [略] 

2～5 [略] 2～5 [略] 

(使用料) (使用料) 

第11条 法第5条第1項、法第6条第1項及び

第3項又は第3条第1項及び第3項の許可を

受けた者は、それぞれ別表第1により算定

した額(その額に10円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額)の使用料

を納付しなければならない。 

第11条 法第5条第1項、法第6条第1項若し

くは第3項又は第3条第1項若しくは第3項

の許可を受けた者は、それぞれ別表第1

により算定した額(その額に10円未満の

端数を生じたときは、これを切り捨てた

額)の使用料を納付しなければならない。 

2 使用料は、前項の許可の際徴収する。た

だし、法第5条第1項の許可を受けた者に

係る使用料は毎月5日までにその月分を

徴収する。 

2 使用料は、前項の許可の際徴収する。た

だし、法第5条第1項の許可を受けた者に

係る使用料は、毎月5日(4月分の使用料に

あっては、20日)までにその月分を徴収す

る。 

3 [略] 3 [略] 

(使用料の減免) (使用料の全部又は一部の免除) 

第11条の2 [略] 第11条の2 [略] 

(工作物等を保管した場合の公示方法) (工作物等を保管した場合の公示方法) 

第12条の3 [略] 第12条の3 [略] 

2 市長は、前項に規定する方法による公示 2 市長は、前項に規定する方法による公示
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を行うとともに、規則で定める様式によ

る保管工作物等一覧簿を規則で定める場

所に備え付け、かつ、これをいつでも関

係者に自由に閲覧させなければならな

い。 

を行うとともに、保管工作物等を記録し

た書面を作成し、関係者の閲覧に供しな

ければならない。 

(権利の譲渡禁止等) (権利の譲渡禁止等) 

第13条 公園の施設の設置又は管理の許

可、公園の占用の許可を受けた者は、そ

の権利を他人に譲渡し、又は転貸するこ

とができない。 

第13条 公園の施設の設置若しくは管理の

許可又は公園の占用の許可を受けた者

は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸

することができない。 

(有料公園施設) (有料公園施設) 

第15条 市が管理する公園施設のうち、有

料で使用させるもの(以下「有料公園施

設」という。)の名称は別表第2のとおり

とし、その使用料は同表により算定した

額とする。 

第15条 有料公園施設は別表第2のとおり

とし、その使用料は同表により算定した

額とする。 

 2 有料公園施設の使用時間は、午前7時(照

明設備にあっては、市長が定める時刻)

から午後9時までとする。 

 3 前項の規定にかかわらず、市長は、必要

があると認めるときは、前項の使用時間

を変更し、又は有料公園施設の使用を休

止することができる。 

2 前項の使用料については、第11条第2項

及び第3項並びに第11条の2の規定を準用

する。 

4 第1項の使用料については、第11条第2

項及び第3項並びに第11条の2の規定を準

用する。 

(管理の特例) (管理の特例) 

第17条の2 この条例の規定にかかわらず、

次に掲げる公園施設の管理については、

別に条例の定めるところによる。 

第17条の2 [略] 

(1)～(3) [略] (1)～(3) [略] 

(4) 新都心公園内の那覇市緑化センタ

ー 

 

(5) [略] (4) [略] 

[別表第1 別記] [別表第1 別記] 

[別表第2 別記] [別表第2 別記] 

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分 
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を当該改正後部分に改める。 

2 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正後部分を加える。 

3 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

4 表の改正規定において、改正後部分及び改正後部分に係るけい線に対応する改正部分

及び改正部分に係るけい線がない場合には、当該改正後部分及び当該改正後部分に係

るけい線を加える。 

5 改正前の欄中の表(以下「改正表」という。)及びこれに対応する改正後の欄中の表(以

下「改正後表」という。)に下線が引かれた部分が全くない場合には、当該改正表の全

部を当該改正後表に改める。 

 

[改正前 別記] 

別表第1(第11条関係) 

 区分 単位 使用料 

行為をする場

合 

[略] [略] [略] 

業として写真又は映画を撮影するとき。 

[略] 

運動会、集会、展示会その他これらに類

するものを行うとき。 

占用面積1平方メ

ートルにつき1日

以内 

13円以内

で規則で

定める額 

公園を占用す

る場合 

電柱、電

線、変圧塔

等 

電柱 [略] 759円 

電話柱 453円 

支線その他それに類する施設 1,065円 

高圧送電塔 1,065円 

高圧送電線 532円 

その他のもの 1,065円 

水道管、下

水管、ガス

管、地下埋

設物等 

口径10センチメートル未満 124円 

口径10センチメートル以上口

径30センチメートル未満 

166円 

口径30センチメートル以上 464円 

地下占用 地下占用施設 525円 

公衆電話所 929円 

標識その他これに類するもの 45円 

 天体、気象又は土地観測施設 92円 

詰所、建物その他工事用施設 92円 

工事用板囲、足場その他工事用施設 170円 

その他の占用 92円 

公園施設を設

ける場合 

売店、飲食店その他の施設 [略] 360円 

公園施設を管

理する場合 

売店、飲食店その他の施設 [略] 725円 

 

[改正後 別記] 
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別表第1(第11条関係) 

 区分 単位 使用料 

行為をする場

合 

[略] [略] [略] 

撮影、録音その他これらに類する行為を

業として行うとき。 

[略] 

運動会、集会その他これらに類する催し

を行うとき。 

占用面積1平方メ

ートル2時間につ

き 

1円 

展示会、博覧会その他これらに類する催

しを行うとき。 

占用面積1平方メ

ートル2時間につ

き 

2円 

公園を占用す

る場合 

電柱、電

線、変圧

塔等 

電柱 [略] 2,290円 

電話柱 1,380円 

支線その他それに類する施設 1,380円 

高圧送電塔 2,820円 

高圧送電線 1,410円 

その他のもの 2,820円 

水道管、

下水管、

ガス管、

地下埋設

物等 

口径10センチメートル未満 84円 

口径10センチメートル以上口

径30センチメートル未満 

250円 

口径30センチメートル以上 840円 

地下占用 地下占用施設 840円 

公衆電話所 2,820円 

標識その他これに類するもの 230円 

天体、気象又は土地観測施設 230円 

詰所、建物その他工事用施設 230円 

工事用板囲、足場その他工事用施設 230円 

その他の占用 230円 

公園施設を設

ける場合 

売店、飲食店その他営利を目的とする施

設(駐車場を除く。) 

[略] 510円 

駐車場 占用面積1平方メ

ートルにつき1月 

350円 

その他の施設 占用面積1平方メ

ートルにつき1月 

230円 

公園施設を管

理する場合 

売店、飲食店その他営利を目的とする施

設(駐車場を除く。) 

[略] 890円 

駐車場 占用面積1平方メ

ートルにつき1月 

450円 

その他の施設 占用面積1平方メ

ートルにつき1月 

580円 

備考 公園を占用する期間又は公園施設を設ける期間が1月に満たない場合のこれらの
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期間に係る使用料の額は、この表の公園を占有する場合の項又は公園施設を設ける場

合の項に規定する使用料の額に1.1を乗じて得た額とする。 

 

[改正前 別記] 

別表第2(第15条関係) 

有料公園施設の名称 使用料 

野外ステージ 1日につき5,880円以内で、規則で定める額 

庭球場 1時間につき1コート570円以内で、規則で定める額 

漫湖公園古波蔵側多目的広場及び

新都心公園多目的広場の照明施設 

1時間につき3,300円以内で、規則で定める額 

 

[改正後 別記] 

別表第2(第15条関係) 

有料公園施設 単位 使用料 

テニスコート 面 1面1時間につき 350円 

照明設備 1面1時間につき 280円 

漫湖公園古波蔵側多

目的グラウンド 

面 1面1時間につき 1,390円 

照明設備 1面1時間につき 1,800円(2面を使用する場合に

あっては、1,650円) 

備考 

1 使用時間に1時間未満の端数があるときは、これを1時間に切り上げる。 

2 漫湖公園古波蔵側多目的グラウンドの1面とは、漫湖公園古波蔵側多目的グラウン

ド全体の2分の1をいう。 

 

第2条 那覇市公園条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

[別表第1 別記] [別表第1 別記] 

[別表第2 別記] [別表第2 別記] 

備考 

1 前条の表備考1の規定は、この表による改正について準用する。 

2 前条の表備考2の規定は、この表による改正について準用する。 

 

[改正前 別記] 

別表第1(第11条関係) 

 区分 単位 使用料 

行為をする場合 [略] 27円 

[略] 

[略] 

 備考 [略] 

 

[改正後 別記] 

別表第1(第11条関係) 
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 区分 単位 使用料 

行為をする場合 [略] 28円 

 [略] 

[略] 

備考 [略] 

 

[改正前 別記] 

別表第2(第15条関係) 

有料公園施設 単位 使用料 

テニスコート 面 [略] 350円 

[略] 

漫湖公園古波蔵側多

目的グラウンド 

面 [略] 1,390円 

照明設備 1,800円(2面を使用する場合にあっては、

1,650円) 

備考 

1 [略] 

2 [略] 

 

[改正後 別記] 

別表第2(第15条関係) 

有料公園施設 単位 使用料 

テニスコート 面 [略] 360円(市民等以外の者が使用する場合にあ

っては、540円) 

[略] 

漫湖公園古波蔵側多

目的グラウンド 

面 [略] 1,410円(市民等以外の者が使用する場合に

あっては、2,110円) 

照明設備 1,830円(2面を使用する場合にあっては、

1,680円) 

備考 

1 [略] 

2 市民等とは、本市に在住、在勤又は在学する者をいう。 

3 [略] 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第2条及び付則第4項の規定は、令

和8年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 第1条の規定による改正後の那覇市公園条例(次項において「第1条改正後条例」という。)

別表第1公園を占用する場合の項、公園施設を設ける場合の項及び公園施設を管理する場

合の項の規定は、この条例の施行の日以後の期間に係る使用料について適用し、同日前

の期間に係る使用料については、なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず、この条例の施行の日前から引き続き都市公園法(昭和31年法
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律第79号)第6条第1項又は第3項の許可を受けて占用物件(公園施設以外の工作物その他

の物件又は工作物をいう。以下この項において同じ。)を設けて公園を占有している者が

次の各号に掲げる年度において納付すべき当該占用物件に係る使用料の額は、第1条改正

後条例別表第1公園を占用する場合の項の規定により算定した使用料の額が当該各号に

定める額を超える場合は、当該各号に定める額とする。 

(1) 令和6年度 当該占用物件について第1条の規定による改正前の那覇市公園条例別

表第1公園を占用した場合の項の規定により算定した額に1.2を乗じて得た額 

(2) 令和7年度以後の各年度 当該各年度の前年度における当該占用物件に係る使用料

の額に1.2を乗じて得た額 

4 第2条の規定による改正後の那覇市公園条例の規定は、令和8年4月1日以後に許可(那覇

市公園条例第3条第1項若しくは第3項又は第16条第1項若しくは第2項の許可をいう。以下

同じ。)を受けた者が納付すべき使用料について適用し、同日前に許可を受けた者が納付

すべき使用料については、なお従前の例による。 
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議案第６６号 

 

 

 

那覇市新都心公園等の管理に関する条例制定について 

 

 

 

那覇市新都心公園等の管理に関する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

（提案理由） 

 本案は、新都心公園及びその周辺 13 公園への指定管理者制度導入に向け、所

要の規定を整備するため、この案を提出する。 
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那覇市新都心公園等の管理に関する条例 

 

(趣旨) 

第1条 この条例は、新都心公園、天久ちゅらまち公園、黄金森公園、安謝東公園、

安謝東原公園、天久プリン山公園、天久緑風公園、上之屋フレンドパーク、黄金

森小公園、タカマサイ公園、銘苅かりゆし公園、銘苅てんとうむし公園、安岡ガ

ジュマル公園及び安里緑地(以下「新都心公園等」という。)の管理に関し、那覇

市公園条例(1970年那覇市条例第6号)の特例を定めるものとする。 

(利用時間) 

第2条 新都心公園の多目的グラウンド、テニスコート、スケートパーク、バスケッ

トコート及び那覇市緑化センターの利用時間は、規則で定める。 

2 前項の規定にかかわらず、第11条第1項の規定により市長が指定するもの(以下

「指定管理者」という。)は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て、前

項の利用時間を変更し、又は前項に規定する公園施設の利用を休止することがで

きる。 

 (行為の制限) 

第3条 新都心公園等において、次に掲げる行為をしようとする者は、その行為に係

る指定管理者の許可(以下「行為許可」という。)を受けなければならない。 

 (1) 行商、出店その他これらに類する行為 

 (2) 撮影、録音その他これらに類する行為であって業として行うもの 

 (3) 興行 

 (4) 運動会、集会、展示会、博覧会その他これらに類する催しのための新都心公

園等(有料公園施設(有料で利用させる公園施設をいう。以下同じ。)を除く。)

の全部又は一部の独占的な利用 

 (5) その他市長が必要と認める行為 

2 行為許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、指定管理者に申請

をしなければならない。 

3 前2項の規定は、行為許可を受けた事項を変更しようとする場合について準用す

る。 

4 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、行為許可をしてはならな

い。 
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 (1) 行為許可を受けようとする行為が、公衆の新都心公園等の利用に支障を及

ぼすおそれがあると認めるとき。 

 (2) 行為許可を受けようとする行為が、公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害す

るおそれがあると認めるとき。 

(3) 行為許可を受けようとする行為が、集団的に又は常習的に暴力的不法行為

等(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2

条第1号の暴力的不法行為等をいう。)を行うおそれがある組織の利益になると

認めるとき。 

 (4) 行為許可を受けようとする者が、他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑とな

るおそれのある物品又は動物の類を携行すると認めるとき。 

(5) 行為許可を受けようとする者に伝染性の疾患があると認めるとき。 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

5 指定管理者は、行為許可をする場合においては、管理上必要な条件を付すること

ができる。 

(利用の禁止又は制限) 

第4条 指定管理者は、新都心公園等の損壊その他の理由によりその利用が危険で

あると認める場合又は新都心公園等に関する工事のためやむを得ないと認める場

合においては、区域を定めて新都心公園等の利用を禁止し、又は制限することが

できる。 

(有料公園施設) 

第5条 新都心公園に設置する次に掲げる公園施設は、有料公園施設とする。 

 (1) 多目的グラウンド 

 (2) テニスコート 

 (3) 那覇市緑化センター 

 (利用許可) 

第6条 有料公園施設の利用をしようとする者は、指定管理者の許可(以下「利用許

可」という。)を受けなければならない。 

2 利用許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、指定管理者に申請

をしなければならない。 

3 前2項の規定は、利用許可を受けた事項を変更しようとする場合について準用す

る。 
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4 第3条第4項及び第5項の規定は、利用許可について準用する。この場合において、

同条第4項第1号から第3号までの規定中「行為許可を受けようとする行為」とある

のは「利用許可を受けようとする利用」と、同項第4号及び第5号中「行為許可を

受けようとする者」とあるのは「利用許可を受けようとする者」と読み替えるも

のとする。 

(利用料金) 

第7条 行為許可又は利用許可を受けようとする者は、指定管理者に対し、新都心公

園等の利用に係る料金(以下「利用料金」という。)を支払わなければならない。 

2 利用料金は、別表第1及び別表第2により算定した額(その額に10円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。)の範囲内において、指定管理者が市長の承認を

得て定めるものとする。これを変更しようとする場合も、同様とする。 

3 既に支払われた利用料金は、返還しないものとする。ただし、規則で定める場合

には、規則で定める額を返還することができる。 

4 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

(利用料金の全部又は一部の免除) 

第8条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、規則で定めるところ

により、利用料金の全部又は一部を免除することができる。 

 (1) 本市が主催する行事に利用する場合 

 (2) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する学校が教育上の目的で利

用する場合 

(3) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第7条第1項に規定する児童福祉施設が児

童福祉の目的で利用する場合 

(4) 本市が共催する行事に利用する場合 

 (5) 公共団体又は公共的団体が公用又は公益のために利用する場合 

 (6) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第4条に規定する身体障害者、精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条第2項

の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者又は知的障害者

(児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害者と判定された者を

いう。)が利用する場合 

 (7) 本市に住所を有する満65歳以上の者が利用する場合 

 (8) 高校生以下の者が利用する場合 
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 (9) 前3号に規定する者が構成員の半数を占める団体が利用する場合 

 (10) その他指定管理者が必要と認める場合 

 (監督処分) 

第9条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、行為許可又は利用

許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為の中

止、原状回復若しくは新都心公園等からの退去を命じることができる。 

 (1) この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

 (2) 行為許可又は利用許可に付した条件に違反している者 

 (3) 偽りその他不正な手段により行為許可又は利用許可を受けた者 

2 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、行為許可又は利用許可

を受けた者(以下「利用者」という。)に対し、前項に規定する処分をし、又は同

項に規定する必要な処置を命ずることができる。 

 (1) 新都心公園等に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

 (2) 新都心公園等の保全又は公衆の利用に著しい支障が生じた場合 

 (3) 新都心公園等の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要

が生じた場合 

 (原状回復の義務) 

第10条 利用者は、行為許可に係る行為又は利用許可に係る利用を終了したときは、

直ちに原状に回復しなければならない。 

 (指定管理者の指定) 

第11条 市長は、次に掲げる全ての要件を満たし、新都心公園等の管理を行わせる

に最適な法人その他の団体を議会の議決を経て地方自治法(昭和22年法律第67号)

第244条の2第3項の指定管理者として指定するものとする。 

 (1) 市民等(本市に、在住、在勤又は在学する者をいう。別表第2備考4において

同じ。)の平等な利用が確保できること。 

 (2) 事業計画書の内容が新都心公園等の効用を最大限に発揮するとともに管理

経費の縮減が図られるものであること。 

 (3) 事業計画書の内容に沿った新都心公園等の管理を安定して行う能力を有す

ること。 

2 前項の規定による指定は、新都心公園等の管理を行おうとするものの市長に対

する申請により行う。 
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3 前項の申請は、規則で定める申請書に事業計画書その他の規則で定める書類を

添付して行わなければならない。 

4 市長は、第1項の規定による指定をしたときは、その旨を告示する。 

 (指定管理者が行う管理の基準) 

第12条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則並びに那覇市公の施設に係

る指定管理者の指定の手続等に関する条例(平成25年那覇市条例第4号)の規定に

従い、新都心公園等の管理を行わなければならない。 

(秘密を守る義務) 

第13条 指定管理者である団体及び当該団体を構成する団体の役員及び職員は、業

務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 (指定管理者が行う業務の範囲) 

第14条 指定管理者が行う業務の範囲は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 行為許可及び利用許可に関する業務

(2) 新都心公園等の維持管理に関する業務

(3) 地域の活性化及び新都心公園等の利用の促進に関する業務

(4) 緑化の推進に関する事業の企画及び実施に関する業務

(5) その他市長が必要と認める業務

 (那覇市公園条例の適用除外) 

第15条 那覇市公園条例第3条、第12条及び第15条から第17条までの規定は、新都心

公園等には適用しない。 

(那覇市公園条例の変更適用) 

第16条 新都心公園等に対する那覇市公園条例第4条、第11条、第13条、第14条、第

18条及び第21条の規定の適用については、同条例第4条中「又は前条第1項若しく

は第3項の許可」とあるのは「の許可又は那覇市新都心公園等の管理に関する条例

(令和5年那覇市条例第 号。以下「新都心公園等条例」という。)第3条第1項(同

条第3項において準用する場合を含む。)の行為許可(第13条及び第14条において

「行為許可」という。)」と、同条例第11条第1項中「、法第6条第1項若しくは第

3項又は第3条第1項若しくは第3項」とあるのは「又は法第6条第1項若しくは第3項」

と、同条例第13条中「又は公園の占用の許可」とあるのは「、新都心公園等の占

用の許可、行為許可又は新都心公園等条例第6条第1項(同条第3項において準用す

る場合を含む。)に規定する利用許可(次条において「利用許可」という。)」と、
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同条例第14条中「市長」とあるのは「市長(行為許可又は利用許可の場合にあって

は、指定管理者)」と、「、法第6条第1項若しくは第3項、第3条第1項若しくは第

3項又は第16条第1項若しくは第2項の許可」とあるのは「若しくは法第6条第1項若

しくは第3項の許可、行為許可又は利用許可」と、同条例第18条中「市長」とある

のは「市長(第6号に該当する場合にあっては、指定管理者)」と、同条第6号及び

同条例第21条第3号中「第12条第1項又は第2項」とあるのは「新都心公園等条例第

9条第1項又は第2項」と、同条第1号中「第3条第1項又は第3項」とあるのは「新都

心公園等条例第3条第1項又は第3項」と、同条第2号中「第4条」とあるのは「新都

心公園等条例第16条の規定により読み替えて適用する第4条」と、同条第3号中「市

長」とあるのは「指定管理者又は市長」とする。 

(委任) 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、付則第5項の規定は、公布の

日から施行する。 

 (那覇市緑化センター条例の廃止) 

2 那覇市緑化センター条例(平成18年那覇市条例第44号)は、廃止する。 

(経過措置) 

3 この条例の施行の日から令和8年3月31日までの間における別表第1及び別表第2

の規定の適用については、別表第1中「28円」とあるのは「27円」と、別表第2中

「1,320円」とあるのは「1,300円」と、「360円」とあるのは「350円」と、同表

備考4中「1.5」とあるのは「1」とする。 

4 この条例の施行の日前に那覇市公園条例又は那覇市緑化センター条例の規定に

よりした同日以後の利用に係る処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定

によりした処分、手続その他の行為とみなす。 

(準備行為) 

5 第11条に規定する指定管理者の指定に関する手続その他この条例の施行に必要

な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 
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別表第1(第7条関係) 

区分 単位 額 

第3条第1項第1号から第3号まで及び第

5号に掲げる行為の許可を受けようと

する場合 

占用面積1平方メートル1日

につき 

28円 

第3条第1項第4号に掲げる行為(運動

会、集会その他これらに類する催しの

ためのものに限る。)の許可を受けよう

とする場合 

占用面積1平方メートル2時

間につき 

1円 

第3条第1項第4号に掲げる行為(展示

会、博覧会その他これらに類する催し

のためのものに限る。)の許可を受けよ

うとする場合 

占用面積1平方メートル2時

間につき 

2円 

備考 占用面積に1平方メートル未満の端数があるときは、これを1平方メートル

に切り上げる。 

 

別表第2(第7条関係) 

有料公園施設 単位 額 

多目的グラウンド 面 1面1時間につき 1,320円 

照明設備 1面1時間につき 500円 

テニスコート 面 1面1時間につき 360円 

照明設備 1面1時間につき 280円 

那覇市緑化センター 面 1平方メートル1時間につき 22円 

冷房設備 1台1時間につき 100円 

備考  

1 多目的グラウンドの1面とは、多目的グラウンド全体の4分の1をいう。 

2 利用時間に1時間未満の端数があるときは、これを1時間に切り上げる。 

3 占用面積に1平方メートル未満の端数があるときは、これを1平方メートル

に切り上げる。 

4 市民等以外の者が利用する場合の額(照明設備又は冷房設備に係るものを

除く。)は、この表に掲げる額に1.5を乗じて得た額とする。 

- 28 -- 28 -



議案第６７号 

那覇市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例制定に 

ついて 

 那覇市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように制

定する。 

令和５年６月 12日提出 

那覇市長 知念 覚

（提案理由） 

 那覇市都市公園官民連携事業者選定等委員会を設置するため、この案を提出す

る。 
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那覇市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例 

 

那覇市附属機関の設置に関する条例(昭和52年那覇市条例第2号)の一部を次のように改

正する。 

 

改正前 改正後 

[別表 別記] [別表 別記] 

備考 表の改正規定において、改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」と

いう。)及び改正後部分に係るけい線に対応する改正前の欄中下線が引かれた部分(以

下「改正部分」という。)及び改正部分に係るけい線がない場合には、当該改正後部分

及び当該改正後部分に係るけい線を加える。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

[改正前 別記] 

別表(第2条関係) 

附属機関の属

する執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 

市長 [略] 

那覇市都市みらい部及びまちなみ共

創部指定管理者選定委員会 

[略] 

那覇市住宅政策等審議会 [略] 

[略] 

[略] 

 

[改正後 別記] 

別表(第2条関係) 

附属機関の属

する執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 

市長 [略] 

那覇市都市みらい部及びまちなみ共

創部指定管理者選定委員会 

[略] 

那覇市都市公園官民連携事業者選定

等委員会 

都市公園における官民連携事業に

係る事業者の選定等に関すること。 

那覇市住宅政策等審議会 [略] 

[略] 

[略] 
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議案第６８号 

 

 

 

那覇市建築確認等手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市建築確認等手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

（提案理由） 

建築基準法の一部改正に伴い、新設された建築許可等の審査事務に係る手数料

について所要の規定を整備し、併せて字句の整理を行うため、この案を提出する。 
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那覇市建築確認等手数料条例の一部を改正する条例 

 

那覇市建築確認等手数料条例(平成19年那覇市条例第4号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(徴収) (徴収) 

第2条 次の各号に掲げる者は、それぞれ当

該各号に定める名称の手数料を納付しな

ければならない。 

第2条 [略] 

(1) [略] (1) [略] 

(2) 法第7条第1項(法第87条の4又は法

第88条第1項若しくは第2項において準

用する場合を含む。)に規定する完了検

査の申請又は法第18条第16項(法第87

条の4又は法第88条第1項若しくは第2

項において準用する場合を含む。)に規

定する完了の通知に対する審査を受け

ようとする者 完了検査手数料 

(2) 法第7条第1項(法第87条の4又は法

第88条第1項若しくは第2項において準

用する場合を含む。)に規定する完了検

査の申請又は法第18条第16項(法第87

条の4又は法第88条第1項若しくは第2

項において準用する場合を含む。)に規

定する完了の通知に対する検査を受け

ようとする者 完了検査手数料 

(3) 法第7条の3第1項(法第87条の4又は

法第88条第1項において準用する場合

を含む。)に規定する中間検査の申請又

は法第18条第19項(法第87条の4又は法

第88条第1項において準用する場合を

含む。)に規定する特定工程に係る工事

終了の通知に対する審査を受けようと

する者 中間検査手数料 

(3) 法第7条の3第1項(法第87条の4又は

法第88条第1項において準用する場合

を含む。)に規定する中間検査の申請又

は法第18条第19項(法第87条の4又は法

第88条第1項において準用する場合を

含む。)に規定する特定工程に係る工事

終了の通知に対する検査を受けようと

する者 中間検査手数料 

2～3 [略] 2～3 [略] 

[別表第4 別記] [別表第4 別記] 

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

2 表の改正規定において、改正後部分及び改正後部分に係るけい線に対応する改正部分

及び改正部分に係るけい線がない場合には、当該改正後部分及び当該改正後部分に係

るけい線を加える。 

3 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等又はこれらの条名等及びこれ

らの条名等の間にある全ての条名等を順次示したものとする。 

 

付 則 

この条例は、令和5年8月1日から施行する。 
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[改正前 別記] 

別表第4(第6条関係) 

号 事務 手数料の額 

1～12 [略] 

13 法第52条第10項、第11項又は第14項の規定に基づく建築物の容積率

に関する特例の許可の申請に対する審査 

[略] 

14～16 [略] 

17 法第55条第3項各号の規定に基づく建築物の高さの許可の申請に対

する審査 

[略] 

18～19 [略] 

20 法第59条第1項第3号の規定に基づく高度利用地区における建築物

の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の位置に関する特例の許可の

申請に対する審査 

[略] 

21～45 [略] 

 

[改正後 別記] 

別表第4(第6条関係) 

号 事務 手数料の額 

1～12 [略] 

13 法第52条第6項第3号の規定に基づく建築物の容積率の特例の認定

の申請に対する審査 

2万7,000円 

14 法第52条第10項、第11項又は第14項の規定に基づく建築物の容積率

に関する特例の許可の申請に対する審査 

[略] 

15～17 [略] 

18 法第55条第3項の規定に基づく建築物の高さの許可の申請に対する

審査 

16万円 

19 法第55条第4項各号の規定に基づく建築物の高さの許可の申請に対

する審査 

[略] 

20～21 [略] 

22 法第58条第2項の規定に基づく高度地区における建築物の高さの許

可の申請に対する審査 

16万円 

23 法第59条第1項第3号の規定に基づく高度利用地区における建築物

の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の位置に関する特例の許可の

申請に対する審査 

[略] 

24～48 [略] 
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議案第６９号 

那覇市火災予防条例の一部を改正する条例制定について 

那覇市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

令和５年６月 12 日提出 

那覇市長 知念 覚

（提案理由） 

 消防法第９条の規定により条例が従うべきものとされている総務省令「対象

火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例

の制定に関する基準を定める省令」が一部改正されたことに伴い、急速充電設

備に係る位置、構造及び管理に関する基準を改め、併せて所要の規定の整備を

行うため、この案を提出する。 
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那覇市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 那覇市火災予防条例(昭和47年那覇市条例第18号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(急速充電設備) (急速充電設備) 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車等(道路交通法(昭和35年法

律第105号)第2条第1項第9号に規定する

自動車又は同項第10号に規定する原動機

付自転車をいう。第12号において同じ。)

をいう。以下この項において同じ。)に充

電する設備(全出力20キロワット以下の

もの及び全出力200キロワットを超える

ものを除く。)をいう。以下同じ。)の位

置、構造及び管理は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車、原動機付自転車、船舶、

航空機その他これらに類するものをい

う。以下同じ。)にコネクター(充電用ケ

ーブルを電気自動車等に接続するための

ものをいう。以下同じ。)を用いて充電す

る設備(全出力20キロワット以下のもの

を除く。)をいい、分離型のもの(変圧す

る機能を有する設備本体及び充電ポスト

(コネクター及び充電用ケーブルを収納

する設備で、変圧する機能を有しないも

のをいう。以下同じ。)により構成される

ものをいう。以下同じ。)にあっては、充

電ポストを含む。以下同じ。)の位置、構

造及び管理は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防局長が認める延焼

を防止するための措置が講じられてい

るものを除く。)を屋外に設ける場合に

あっては、建築物から3メートル以上の

距離を保つこと。ただし、不燃材料で

造り、又は覆われた外壁で開口部のな

いものに面するときは、この限りでな

い。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防局長が認める延焼

を防止するための措置が講じられてい

るものを除く。)を屋外に設ける場合に

あっては、建築物から3メートル以上の

距離を保つこと。ただし、次に掲げる

ものにあっては、この限りでない。 

 ア 不燃材料で造られた、又は覆われ

た外壁であって開口部のないものに

面するもの 

 イ 分離型のものの充電ポスト 

(2) その筺
きょう

体は不燃性の金属材料で造

ること。 

(2) その筺
きょう

体は不燃性の金属材料で造

ること。ただし、分離型のものの充電

ポストにあっては、この限りでない。 

(3)～(5) [略] (3)～(5) [略] 
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(6) 急速充電設備と電気自動車等が確

実に接続されていない場合には、充電

を開始しない措置を講ずること。 

(6) コネクターと電気自動車等が確実

に接続されていない場合には、充電を

開始しない措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接

続部が通電している場合には、当該接

続部が外れないよう措置を講ずるこ

と。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続

され、電圧が印加されている場合には、

当該コネクターが当該電気自動車等か

ら外れないようにする措置を講ずるこ

と。 

(8)～(10) [略] (8)～(10) [略] 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止さ

せることができる措置を講ずること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止

することができる装置を、当該急速充

電設備の利用者が異常を認めたとき

に、速やかに操作することができる箇

所に設けること。 

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を

講ずること。 

(12) 急速充電設備と電気自動車等の衝

突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクター(充電用ケーブルを電

気自動車等に接続するための部分をい

う。以下この号において同じ。)につい

て、操作に伴う不時の落下を防止する

措置を講ずること。ただし、コネクタ

ーに十分な強度を有するものにあって

は、この限りでない。 

(13) コネクターについて、操作に伴う

不時の落下を防止する措置を講ずるこ

と。ただし、コネクターに十分な強度

を有するものにあっては、この限りで

ない。 

(14)～(15) [略] (14)～(15) [略] 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池

について次に掲げる措置を講ずるこ

と。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池

(主として保安のために設けるものを

除く。)について次に掲げる措置を講ず

ること。 

ア～エ [略]  ア～エ [略] 

 (17) 急速充電設備のうち分離型のもの

にあっては、充電ポストに蓄電池(主と

して保安のために設けるものを除く。)

を内蔵しないこと。 

(17)～(18) [略] (18)～(19) [略] 

2 [略] 2 [略] 

(避雷設備) (避雷設備) 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防

局長が指定する日本産業規格(産業標準

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防

局長が指定する日本産業規格(産業標準
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化法(昭和24年法律第185号)第20条第1項

の日本産業規格をいう。)に適合するもの

としなければならない。 

化法(昭和24年法律第185号)第20条第1項

の日本産業規格をいう。第23条第4項にお

いて同じ。)に適合するものとしなければ

ならない。 

2 [略] 2 [略] 

(喫煙等) (喫煙等) 

第23条 [略] 第23条 [略] 

2 [略] 2 [略] 

3 前項の場合において、併せて図記号によ

る標識を設けるときは、別表第7に定める

ものとしなければならない。 

 

4 第1項の消防局長が指定する場所(同項

第3号に掲げる場所を除く。)を有する防

火対象物の関係者は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次の各号に

定める措置を講じなければならない。 

3 第1項の消防局長が指定する場所(同項

第3号に掲げる場所を除く。)を有する防

火対象物の関係者は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める措

置を講じなければならない。 

 (1) [略]  (1) [略] 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適

当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設

置及び当該喫煙所における「喫煙所」

と表示した標識の設置(併せて図記号

による標識を設けるときは、別表第7

に定めるものとしなければならない。) 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適

当な数の吸殻容器を設けた喫煙所及び

次のいずれかの標識の設置 

  ア 当該喫煙所における「喫煙所」と

表示した標識 

  イ 健康増進法(平成14年法律第103

号)第33条第2項に規定する喫煙専用

室標識 

 4 第2項に規定する「禁煙」又は「火気厳

禁」と表示した標識と併せて設ける図記

号にあっては国際標準化機構が定めた規

格第7010号又は日本産業規格Z8210に適

合するものとし、前項第2号アに規定する

「喫煙所」と表示した標識と併せて設け

る図記号にあっては国際標準化機構が定

めた規格第7001号又は日本産業規格Z821

0に適合するものとしなければならない。 

5 前項第2号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通

5 第3項第2号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通
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行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇

場等の一部の階において全面的に喫煙が

禁止されている旨の標識の設置その他の

当該階における全面的な喫煙の禁止を確

保するために消防局長又は消防署長が火

災予防上必要と認める措置を講じた場合

は、当該階において喫煙所を設けないこ

とができる。 

行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇

場等の一部の階において全面的に喫煙が

禁止されている旨の標識の設置その他の

当該階における全面的な喫煙の禁止を確

保するために消防局長又は消防署長が火

災予防上必要と認める措置を講じた場合

は、当該階において喫煙所を設けないこ

とができる。 

6～7 [略] 6～7 [略] 

別表第4から別表第6まで [略] 別表第4から別表第7まで [略] 

別表第7(第23条関係) [略] 

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

2 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正後部分を加える。 

3 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

4 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等を順次示したものとする。 

5 改正前の欄中の表(以下「改正表」という。)の表示に対応する改正後の欄中の表の表

示がない場合には、当該改正表を削る。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第11条の2第1項の改正規定及び次項の規

定は、令和5年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 令和5年10月1日において現に設置され、又は設置の工事がされている改正後の那覇市火

災予防条例(以下「新条例」という。)第11条の2第1項に規定する急速充電設備に係る位

置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。 

3 新条例第23条第3項の規定の適用については、当分の間、同項第2号イ中「喫煙専用室標

識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律(平成30年法律

第78号)附則第3条第1項の規定により読み替えて適用される健康増進法第33条第2項に規

定する指定たばこ専用喫煙室標識」とする。 

4 新条例第23条第2項又は第3項第2号アに規定する標識と併せて設ける図記号(この条例

の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているものに限る。)のうち、同条第4

項の規定に適合しないものについては、なお従前の例による。 
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議案第７０号 

 

 

 

那覇市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例を別紙のように制定

する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

 

 

 

（提案理由） 

 那覇市学校給食センターの施設として開南学校給食センターを設置するため、

この案を提出する。 
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那覇市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例 

那覇市学校給食センター設置条例(昭和47年那覇市条例第59号)の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 給食センターの施設の名称及び位

置は、次の表のとおりとする。 

第2条 [略] 

名称 位置 

[略] 

高良学校給食センター [略] 

名称 位置 

[略] 

高良学校給食センター [略] 

開南学校給食センター 那覇市泉崎1丁

目1番6号 

備考 表の改正規定において、改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」と

いう。)及び改正後部分に係るけい線に対応する改正前の欄中下線が引かれた部分(以

下「改正部分」という。)及び改正部分に係るけい線がない場合には、当該改正後部分

及び当該改正後部分に係るけい線を加える。 

付 則 

この条例は、教育委員会規則で定める日から施行する。 
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議案第７３号 

財産の取得について 

（消防ポンプ自動車） 

次のとおり災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入する。 

令和５年６月 12 日提出 

那覇市長 知念 覚

 １ 品名、規格及び数量  消防ポンプ自動車（CD-１型） 

１台（Ａ－２級ポンプ、水槽容量 800ℓ） 

 ２ 購 入 の 目 的  現有する消防ポンプ自動車の老朽化による消防力の

低下を防ぐため、車齢 27 年となる車両を更新し、消

防力の強化を図る。 

３ 購 入 の 方 法  制限付一般競争入札 

(提案理由) 

車齢 27 年となる消防ポンプ自動車を更新する目的で購入する財産について、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により議会の議決を必要とするため、この案を提出する。 
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議案第７４号 

工事請負契約について  

（那覇市営奥武山体育施設照明設備ＬＥＤ化整備工事（照明塔）） 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

令和５年６月 12 日提出 

那覇市長 知念 覚

１ 契約の目的  那覇市営奥武山体育施設照明設備ＬＥＤ化整備工事 

（照明塔） 

２ 契約の方法 制限付一般競争入札 

３ 契約金額 471,460,000 円 

４ 契約の相手方 沖創工・日進電気土木・新共電気工業共同企業体 

代表者 

構成員 

構成員 

沖縄県那覇市長田２丁目５番４号 

株式会社 沖創工 

代表取締役社長 伊佐 一 

沖縄県那覇市曙１丁目６番 15 号 

日進電気土木 株式会社 

代表取締役 川満 建助 

沖縄県那覇市字国場 1183 番地８ 

株式会社 新共電気工業 

代表取締役 新垣 勇誠 

（提案理由） 

 那覇市営奥武山体育施設照明設備ＬＥＤ化整備工事（照明塔）を施工するた

め、この案を提出する。 
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報告第１８号 

 

 

 

令和４年度那覇市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 

 

 

地方自治法施行令第 146 条第２項の規定に基づき、別紙のとおり令和４年度

那覇市一般会計繰越明許費繰越計算書を調製したので報告する。 

 

 

 

令和５年６月１２日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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令和４年度那覇市一般会計事故繰越し繰越計算書について 

 

 

 

地方自治法施行令第 150 条第３項の規定に基づき、別紙のとおり令和４年度

那覇市一般会計事故繰越し繰越計算書を調製したので報告する。 

 

 

 

令和５年６月１２日提出 
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報告第２０号 
 

 

 

   令和４年度那覇市水道事業会計予算繰越計算書及び継続費繰越 

計算書について 

 

 

 

地方公営企業法第 26 条第３項の規定に基づき、令和４年度那覇市水道事業会

計予算の繰越額及び継続費繰越額の使用に関する計画について別紙のとおり報

告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 
 
 

那覇市長 知念 覚    
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報告第２１号 
 

 

 

令和４年度那覇市下水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 

 

地方公営企業法第 26 条第３項の規定に基づき、令和４年度那覇市下水道事業

会計予算の繰越額の使用に関する計画について別紙のとおり報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 
 
 

那覇市長 知念 覚    
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報告第２２号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（家庭ごみの収集時における雨樋の損傷） 

 

 

 

 地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

  令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    

- 59 -- 61 -



 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき平成 12 年３月 24 日議会の議決に

より指定された、１件 200 万円以下の損害賠償について、次のとおり専決処分

する。 

 

  令和５年５月２日 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１ 事件名 

   家庭ごみの収集時における、雨樋の損傷について 

 

２ 賠償の相手方及び賠償額 

   相手方 浦添市港川在 法人 

   賠償額 58,300 円 
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報告第２３号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（令和５年度市営住宅明渡等請求訴訟提起） 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき平成12年３月24日議会の議決 

により指定された、那覇市営住宅条例に関する訴えの提起について、次の 

とおり専決処分する。 

 

 

令和５年５月８日 

 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１ 事 件 名  令和５年度 市営住宅明渡等請求訴訟提起 

 

２ 相 手 方   

 

名義人 住所  那覇市田原３丁目６番地１ 

            小禄市営住宅 
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報告第２４号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（令和５年度市営住宅明渡等請求訴訟提起） 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき平成12年３月24日議会の議決 

により指定された、那覇市営住宅条例に関する訴えの提起について、次の 

とおり専決処分する。  

 

 

令和５年５月８日 

 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１ 事 件 名  令和５年度 市営住宅明渡等請求訴訟提起 

 

２ 相 手 方   

 

 住所  那覇市若狭３丁目１８番５号 

            若狭改良市営住宅 
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報告第２５号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（令和５年度市営住宅明渡等請求訴訟提起） 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき平成12年３月24日議会の議決に 

より指定された、那覇市営住宅条例に関する訴えの提起について、次の 

とおり専決処分する。 

 

 

令和５年５月８日 

 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１ 事 件 名  令和５年度 市営住宅明渡等請求訴訟提起 

 

２ 相 手 方   

 

名義人 住所  那覇市首里石嶺町２丁目 127 番地 

            石嶺市営住宅 
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報告第２６号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（令和５年度市営住宅明渡等請求訴訟提起） 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき平成12年３月24日議会の議決 

により指定された、那覇市営住宅条例に関する訴えの提起について、次の 

とおり専決処分する。 

 

 

令和５年５月８日 

 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１ 事 件 名  令和５年度 市営住宅明渡等請求訴訟提起 

 

２ 相 手 方   

 

名義人 住所  那覇市首里久場川町２丁目 96 番地 

            久場川市営住宅 
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報告第２７号 

 

 

 

専決処分の報告について 

(工事請負金額の変更) 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和５年６月 12 日提出 

 

 

 

那覇市長 知念 覚    
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき平成 12 年３月 24 日議会の議決に

より指定された、契約金額の 100 分の５以内でその額が 1,000 万円を超えない

範囲の契約金額の変更について、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年４月 26 日 

那覇市長 知念 覚 

 

 

１  議決事件 名  工事請負契約について 

（開南小学校給食調理場改築工事（建築）） 

（令和４年９月 29 日同意） 

 

工   事   名   開南小学校給食調理場改築工事（建築） 

 

契約の相手方  

受注者 古波蔵組・新生実業共同企業体 

 

      代表者 沖縄県那覇市泉崎一丁目 22 番 12 号 

          株式会社 古波蔵組 

          代表取締役 古波蔵 太志 

 

      構成員 沖縄県那覇市樋川一丁目 11 番 11 号 

          株式会社 新生実業 

          代表取締役 具志堅 博 

 

２  変更する事項  契約金額 

 既 決 金 額  325,090,700 円 

 変更する金額   332,657,600 円 
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